
c)検討体制の構築

「水域を活用した地域活性化方策のガイドライン ～市街地に近い水域活用の新しい取り組みのために～」 の策定について

ガイドラインの概要

本ガイドラインは、市街地に近い公共水域、既存ストック及び小型船舶の適正かつ安全な利活用などを通して、地域の活力向上に図る取組みに対する支援を目的
に、その取組みの各段階における合意形成に係る事項に焦点をあて「水域を活用した地域活性化方策のガイドライン」として取り纏めたものです。

ガイドラインの概要 ～地域の活力向上を図る取組みを支援するための手順の規定～

対象地域のポテンシャル

b)現況の把握・整理

ｄ）関係者間の調整可能な計画
の検討

e)具体的な取組みの実施・運営

a)検討地域における課題の明

確化

○ポテンシャルを有効に活用することが重要

・沿岸域は、海と陸といった異なる２つの空間による特殊な魅力を保有

→多様な海洋性レクリエーションの享受や都市部においては幻想的な夜景・非日常的な風景の享受
といったポテンシャル

○地域毎に異なった課題が存在するため、課題を把握し、その明確化が必要

・「水域へのパブリックアクセスの確保」、「利用者間の合意形成」など地域毎に各々課題が存在

○必要に応じて社会実験の実施

○「課題解決に関係する事項」、「地域の利用に関係する事項」、「利害関係者に関係する事項」に留意して
行うことが重要

・地理的条件（周辺土地利用・・・）、施設現況、施設利用状況（水域含む）、課題の実態（騒音、ゴミ・・・）等
の事項の中から上記留意点に特に着目し現況の把握・整理

○関係者による検討の場の設定

・地域住民、地元自治会、釣り人、漁業者、環境団体、学識経験者、港湾管理者、自治体、マリンレジャー団体など

○役割分担を明確化することが重要

○検討体制を維持し継続的な検討も重要

※：各段階における取組みの成果を地域の状況に応じてフィードバックし、検討を進めていくことが重要

○計画の検討にあたっては、全ての関係者が自らの役割、目的、関心のある事項等を考慮し主体的に
取り組むことが必要

・水域など利用計画、ルールの検討及び策定

○計画を実行に移すと、想定外の状況等が生じ、長期的な対応が必要となったり、計画等の見直す必要が
生じたりすることがあるので、継続的な取り組み等が必要

着目する視点

・地域の現況や課題等の詳細な把握

・関係者間の信頼関係の構築

・関係者間の問題意識の共有、共感でき
る目的の明確化


